
 

- 1 - 

■ 新型コロナウイルス感染症における当面の対応について               

国及び愛知県の方針や対策に基づき、市民の健康と生活を守ることを

最優先とし、感染予防と地域経済活動の両立を維持するため、感染防止

対策、雇用対策及び経済支援を柱とする施策に積極的に取り組みます。 

具体的な対応については、以下のとおりです。 

（１）積極的な情報収集及び市民への適切な情報提供・啓発 

ア 国、県及び医療機関などの関係機関からの感染症に関する情報収

集を行い、効果的、効率的な対策に活用します。 

イ 市民に対して、市公式ウェブサイトやメール、広報紙などを活用

し、正確でわかりやすい情報提供を行い、注意喚起や行動変容の啓

発を行います。 

ウ 国や県による感染状況等の監視において、注意を要する変化が認

められた場合は、市民に適切な情報提供を行い、感染拡大への警戒

を呼びかけます。 

エ 市内で感染者が確認された場合は、感染者の人権尊重及び個人情

報保護に十分に配慮し、正確な情報を適切な時期に発信します。 

オ「３つの密」の回避や「人と人との距離の確保」「マスクの着用」

「手洗いなどの手指衛生」をはじめとする基本的な感染対策の継続

など、感染拡大を予防する「新しい生活様式」の啓発を行います。 

（２）感染防止対策                         

ア 令和２年２月２５日に設置した安城市新型コロナウイルス感染症

対策本部を継続し、感染状況などに迅速、かつ、適切に対応できる

体制を維持します。 

イ 市主催イベントなどについては、県の感染拡大予防対策指針など

を踏まえ、適切な感染防止策を講じたうえで開催します。また、感

染状況に警戒を要する重大な変化が生じた場合は、市主催のイベン

トなどの実施の制限を見直します。 

ウ 市内小中学校については、県の感染拡大予防対策指針などを踏ま

え、適切な感染防止策を講じて活動します。また、感染状況に警戒

を要する重大な変化が生じた場合は、児童生徒の健康を最優先に休

業等を検討します。 

エ 市公共施設については、県の感染拡大予防対策指針などを踏ま
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え、適切な感染防止策を講じたうえで運営します。また、感染状況

に警戒を要する重大な変化が生じた場合は、市公共施設の利用制限

を見直します。 

オ 感染の第２波、第３波に備え、マスクや消毒液をはじめとする感

染症対策物資の備蓄の充実を図るとともに、医療機関や社会福祉施

設などに対し、必要に応じて物資の支援を実施します。 

カ 業種ごとや各施設において策定される感染拡大予防ガイドライン

等に基づく感染防止対策を実践します。 

キ 防災対策として、避難所での感染防止対策を進めます。 

（３）医療等                             

ア 県や医療機関等と連携を密にし、必要な対策を速やかに講ずると

ともに、国や県等からの要請には適宜協力します。 

イ 医療機関等におけるマスク等の防護具の確保に、国や県とともに

協力します。 

ウ 市が行う健康診査や予防接種については、国が示す対応に沿って

適切な感染対策のもと、時期や時間に配慮したうえで実施します。 

エ 新しい生活様式を踏まえた適切な健康管理について、啓発を行い

ます。 

オ 今後開発、実用化されるワクチンの予防接種に備え、情報収集に

努めるとともに、医療機関等と事前に調整を行います。 

カ うつや自殺を予防し、こころの健康を保つために、悩みに応じた

適切な相談機関に繋げるよう対策を進めます。 

（４）経済・雇用対策及び生活支援                        

ア 市民の安心安全な生活を守るため、感染症予防対策、雇用対策、

経済支援の３本柱に基づく市単独事業のほか、国及び県が補正予算

に計上された各種施策を着実に実施します。 

イ 新型コロナウイルス感染症がもたらす市民生活や地域経済への今

後の影響を注意深く見極め、経済の回復局面、第二波、第三波など

の各局面において必要な施策について、時機を逸することなく、臨

機応変かつ迅速に対応します。 

ウ 生活に困窮する市民からの相談に対しては、丁寧な聴き取りと寄

り添った対応に努め、適切な生活支援策の提供や案内を行います。 
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エ 経済・雇用対策及び生活支援について、困窮する市民に必要な支

援が行き届くよう、きめ細やかな情報提供を行います。 

（５）その他                            

ア 感染の状況は刻々と変化することから、国や県などの動向を注視 

し、常に最新の情報の収集に努めるとともに、市内の社会福祉施設

や医療機関などの関係機関と連携し、必要な対策を講じます。 

イ 職員の感染を防ぐよう万全を尽くすとともに、万が一職 員に感

染者又は濃厚接触者が確認された場合も、業務が遅滞なく行えるよ

う対策を講じます。 

ウ 市の対策本部を中心に、全ての部署が有機的に連携して対策に当

たります。 


